
　２　普通会計歳入歳出決算の状況

第10表　歳入決算の状況（普通会計）
（単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

市　　　　　税 24,484,569 36.0% 24,518,719 37.7% △34,150 △0.1%

地 方 譲 与 税 528,290 0.8% 519,324 0.8% 8,966 1.7%

利子割交付金 34 084 0 0% 59 940 0 1% △25 856 △43 1%

増 減 率歳  入  科  目
令 和  元  年  度 平 成  30  年  度

増 減 額

令和元年度の普通会計歳入決算の状況は、第１０表のとおりで、それぞれの歳入科目の増減の

内容は、一般会計とほぼ同様です。

性質別歳出決算の状況は、第11表のとおりで、義務的経費では、人件費が、退職手当の減等に

より前年度に比べ２．８％の減少、扶助費が、児童扶養手当扶助費の増等により２．６％の増加、公

債費が７．０％の減少となり、全体で０．８％の減少となっています。

投資的経費については、災害復旧事業費が３７．７％減少したものの、普通建設事業費の補助

事業費が見初団地建替事業費や小学校施設整備事業費の増等により９．８％増加し、単独事業

費は本庁舎建設事業費や恩田運動公園スポーツパーク整備事業費の増等により４９．７％増加し

たことから、全体で３２．３％の増加となっています。

また、その他の経費については、積立金が、財政調整基金積立金や減債基金積立金の減等に

より７．７％減少したものの、物件費が、大型空き店舗利活用事業費の増等により５．７％の増加、

補助費等が、プレミアム付商品券事業経費の皆増等により８．８％の増加となったことから、全体で

４．３％の増加となっています。

なお、歳出性質別の構成比の推移は第３図のとおりです。
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利 子 割 交 付 金 34,084 0.0% 59,940 0.1% △25,856 △43.1%

配 当 割 交 付 金 98,634 0.1% 85,188 0.1% 13,446 15.8%

株式等譲渡所得割交付金 50,546 0.1% 77,321 0.1% △26,775 △34.6%

地方消費税交付金 2,859,931 4.2% 3,023,475 4.7% △163,544 △5.4%

ゴルフ場利用税交付金 15,224 0.0% 15,082 0.0% 142 0.9%

自動車取得税交付金 72,656 0.1% 137,741 0.2% △65,085 △47.3%

環境性能割交付金 21,478 0.0% 21,478 皆増

地方特例交付金 277,002 0.4% 96,598 0.2% 180,404 186.8%

地 方 交 付 税 8,893,681 13.1% 8,594,180 13.2% 299,501 3.5%

交通安全対策特別交付金 18,288 0.0% 19,267 0.0% △979 △5.1%

分担金及び負担金 734,618 1.1% 869,763 1.3% △135,145 △15.5%

使用料及び手数料 1,719,410 2.6% 1,750,100 2.7% △30,690 △1.8%

国 庫 支 出 金 11,563,237 17.0% 10,466,816 16.1% 1,096,421 10.5%

県  支  出  金 4,741,732 7.0% 4,467,107 6.9% 274,625 6.1%

財  産  収  入 214,781 0.3% 265,131 0.4% △50,350 △19.0%

寄    附　　金 307,890 0.4% 75,277 0.1% 232,613 309.0%

繰    入    金 1,784,457 2.6% 1,755,409 2.7% 29,048 1.7%

繰    越    金 1,604,602 2.4% 1,478,085 2.3% 126,517 8.6%

諸    収    入 1,875,241 2.8% 1,640,272 2.5% 234,969 14.3%

市          債 6,113,100 9.0% 5,148,400 7.9% 964,700 18.7%

計 68,013,451 100.0% 65,063,195 100.0% 2,950,256 4.5%
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第11表　性質別歳出決算の状況（普通会計） （単位：千円）

決 算 額 構 成 比 決 算 額 構 成 比

１人件費 8,816,379 13.3% 9,074,010 14.3% △257,631 △2.8%

２扶助費 18,204,700 27.6% 17,744,462 28.0% 460,238 2.6%

３公債費 6,294,223 9.5% 6,769,004 10.7% △474,781 △7.0%

小計（義務的経費） 33,315,302 50.4% 33,587,476 52.9% △272,174 △0.8%

４普通建設事業費 7,429,778 11.3% 5,596,572 8.8% 1,833,206 32.8%

 (1)補助 2,610,032 4.0% 2,376,866 3.7% 233,166 9.8%

 (2)単独 4,819,746 7.3% 3,219,706 5.1% 1,600,040 49.7%

５災害復旧事業費 20,335 0.0% 32,635 0.1% △12,300 △37.7%

小計(投資的経費） 7,450,113 11.3% 5,629,207 8.9% 1,820,906 32.3%

６物件費 7,389,795 11.2% 6,992,506 11.0% 397,289 5.7%

７維持補修費 632,551 1.0% 655,707 1.0% △23,156 △3.5%

８補助費等 7,397,774 11.2% 6,799,067 10.7% 598,707 8.8%

９積立金 1,319,586 2.0% 1,429,035 2.3% △109,449 △7.7%

10投資及び出資金 3,500 0.0% 3,500 皆増

11貸付金 760,052 1.1% 730,967 1.1% 29,085 4.0%

12繰出金 7,776,538 11.8% 7,634,628 12.0% 141,910 1.9%

小計（その他の経費） 25,279,796 38.3% 24,241,910 38.2% 1,037,886 4.3%

計 66,045,211 100.0% 63,458,593 100.0% 2,586,618 4.1%

第３図　歳出性質別の構成比（普通会計）
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